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石川町第６次総合計画　第５回実施計画の概要

1　実施計画策定の目的

　総合計画に定められた将来像「共に創る幸
せ実現のまち」を目指し、基本計画に掲げた
６つの基本目標に沿って、主要な施策・事務
事業を具体化し、財政的な裏付けに基づき取
りまとめたもので、事業内容、事業費等を明
確に定め、実効性の高い計画として、毎年度
策定するものです。
　計画の策定にあたっては、２０２３年度財
政計画との整合性を図りながら、基本目標ご
とに事務事業の内容、事業費を計上しまし
た。

３　実施計画の対象事業

　実施計画の対象事業は、総合計画の基本計
画に位置付けられた事務事業のうち、２０２
３年度から２０２５年度の３年間において、
実施が見込まれる事業を対象としました。
　また、２０２４年度及び２０２５年度の事
業費については、具体的に見込むことが難し
いことから、事業継続の有無についてのみ記
載としました。

２　実施計画の期間

　実施計画期間は、２０２３年度から２０２
５年度までの３年間とします。
　なお、次年度以降にわたる事業等について
も、毎年度予算との整合性を計りながら、３
年間の実施計画を策定していきます。

４　財政計画

　財政計画は、中期的な財政収支の見通しを
立てることで、今後の３年間の財政の姿を明
らかにするものであり、財政運営の健全性を
確保するための指針として、現行の税財政制
度を基本に、基本構想に掲げる将来像の実現
や、実施計画に位置付ける事業の財源の裏付
けとして作成しました。

【ＳＤＧｓについて】

　ＳＤＧｓは、２０３０年までに達成すべき世界共通の目標として、２０１５年に国連で採択されました。
「世界中の誰一人取り残さない」をキーワードに、貧困、福祉、教育、人権、環境など、様々な分野の目標が
設定されています。
　本実施計画においては、ＳＤＧｓの実現に向けた取り組みを推進するため、主要事業とＳＤＧｓの関係を表
示しました。
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24 828,404 280,289 148,667 36,112 5,057 358,279

26 803,975 59,257 85,496 356,000 110,957 192,265

17 306,804 13,910 1,053 8,300 5,349 278,192

11 107,252 32,137 2,733 0 22 72,360

17 874,100 119,612 7,333 363,357 57,254 326,544

13 114,140 5,981 500 0 4,000 103,659

108 3,034,675 511,186 245,782 763,769 182,639 1,331,299

　　総　　　　括　　　　表　
            単位：千円

財　　　源　　　内　　　訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

１　健康で元気に暮らせるまち（保健・福祉・医療）

２　活力ある産業を形成するまち（産業・観光）

３　豊かな心・町民文化を育むまち
　（教育・文化・スポーツ）

４　安全で住みよいまち（防災・生活環境）

５　都市機能が充実したまち（生活基盤）

６　共に創るまち（地域自治・行政運営）

合　　　　　　計

基本目標
事
業
数

事業費
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（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 子育て 防災 定住移住 交流人口 共に創る

1 ◎
保育所等給食費補
助事業

民間保育所等を利用する3歳
から5歳までの給食費相当分
を補助

2019～ 4,000 4,000 ○ ○ 継 継

2 ◎ 在宅育児支援事業

０歳から２歳児の幼児を自宅
で保育する家庭に対し、子育
て支援金として月額１万円を
支給

2019～ 10,800 10,800 ○ ○ 継 継

3
保育士確保緊急対
策事業

私立・公立保育所の保育士の
確保と継続就労を目的として、
町外から町内私立・公立保育
所に勤務する保育士に対し、
住宅家賃を補助

2019～ 1,000 1,000 ○ ○ 継 継

4 ◎ ◎
子ども子育て支援
事業

ファミリーサポート事業の実施 2019～ 1,600 1,600 ○ ○ 継 継

5 ◎ ◎ ◎
赤ちゃん広場・屋
内遊び場管理経費

文教福祉複合施設内
・子ども子育て遊び場の管理・
運営
・子育て講座、イベントの開催

2019～ 10,425 5,585 4,840 ○ ○ 継 継

6 ◎ ◎
児童クラブ運営事
業

放課後児童クラブの運営（石
川小学校全学年を対象）
放課後児童クラブ室長の配置

2019～ 29,392 4,252 4,252 4,308 16,580 ○ ○ 継 継

7 拡 ◎
新生児誕生祝金事
業

新生児の誕生祝金を第１子か
ら支給
・第１子　100,000円
・第２子　100,000円
・第３子　100,000円
・第４子　200,000円
・第５子～　250,000円

2019～ 8,000 8,000 ○ ○ 継 継

8 拡 ◎
小中学校給食費補
助事業

町立小中学校の児童生徒の
給食費を全額補助

2019～ 54,917 35,000 19,917 ○ ○ 継 継

主　　　　要　　　　事　　　　業

１　健康で元気に暮らせるまち（保健・福祉・医療） （新拡欄の新は、新規事業、拡は、拡大事業。過疎欄の◎は、自立促進計画、まちなか欄の◎印は、まちなか再生事業。　地方創生欄の◎印は、地方創生事業。）

財源内訳 基本計画重点項目
施策 № 新拡 過疎

まち
なか

地方
創生

事業名 事業内容
実施年

度
事業費

24
見込

25
見込

児童福祉
の充実

3



（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 子育て 防災 定住移住 交流人口 共に創る

主　　　　要　　　　事　　　　業

１　健康で元気に暮らせるまち（保健・福祉・医療） （新拡欄の新は、新規事業、拡は、拡大事業。過疎欄の◎は、自立促進計画、まちなか欄の◎印は、まちなか再生事業。　地方創生欄の◎印は、地方創生事業。）

財源内訳 基本計画重点項目
施策 № 新拡 過疎

まち
なか

地方
創生

事業名 事業内容
実施年

度
事業費

24
見込

25
見込

9 ◎
子ども医療費助成
事業

１８歳までの子どもの医療費
負担の無料化

2019～ 58,618 32,250 26,368 ○ ○ 継 継

10 児童手当給付事業

次世代の社会を担う子どもの
健やかな育ちを社会全体で応
援するために、中学校修了ま
での児童を養育している人に
支給
・０歳から３歳未満：15,000（一
律）
・第1子・2子：10,000円
・第3子以降：15,000円
・中学生：10,000円（一律）
・特例給付：5,000円（所得制
限）

2019～ 173,887 119,161 27,161 27,565 ○ ○ 継 継

11 ◎
認定こども園整備
事業

認定こども園の整備
2019～
2024

2,319 2,319 ○ ○ 継 継

12 拡 ◎ 後継者対策事業

結婚意欲を持った若者の出会
いの場を提供する事業
・石川コン開催（5町村広域連
携事業）
・はぴ福なび登録助成
・奨学金返還支援補助金

2019～ 2,768 2,768 ○ ○ 継 継

13 ◎ ◎ 医療体制確保事業

在宅当番医制事業、周産期・
小児地域医療支援講座設置
事業、総合医療情報システム
活用、献血推進事業

2019～ 4,379 4,379 ○ ○ 継 継

14 ◎ 予防接種事業

定期予防接種の実施
任意予防接種自己負担の一
部助成
・こどものインフルエンザ、お
たふくかぜ
・高齢者インフルエンザ、肺炎
球菌自己負担の軽減
・子宮頸がんワクチン

2019～ 50,985 294 59 50,632 ○ ○ 継 継

児童福祉
の充実

保健・医療
の充実
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（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 子育て 防災 定住移住 交流人口 共に創る

主　　　　要　　　　事　　　　業

１　健康で元気に暮らせるまち（保健・福祉・医療） （新拡欄の新は、新規事業、拡は、拡大事業。過疎欄の◎は、自立促進計画、まちなか欄の◎印は、まちなか再生事業。　地方創生欄の◎印は、地方創生事業。）

財源内訳 基本計画重点項目
施策 № 新拡 過疎

まち
なか

地方
創生

事業名 事業内容
実施年

度
事業費

24
見込

25
見込

15 拡 ◎
母子保健事業（子
育て世代包括支援
事業）

乳幼児の健やかな発育・発達
支援のため、妊娠期から子育
て期まで切れ目のない相談支
援体制の構築
・妊産婦一般健診助成
・不妊治療費助成
・不育症治療費助成
・妊産婦タクシー券助成等
・産婦人科・小児科オンライン
システムの導入
・子ども家庭総合支援拠点事
業
・出産・子育て応援交付金事
業

2019～ 26,511 5,335 1,088 49 20,039 ○ ○ 継 継

16 拡 ◎ ◎
健康診査・検診事
業

疾病の早期発見・早期治療の
ための特定健診、がん検診、
特定保健指導、重症化予防保
健指導
放射線による健康被害、不安
軽減のための県民健康診査
の実施
感染症予防等補助金
住民健診予約制の導入

2019～ 31,997 60 960 30,977 ○ ○ 継 継

17 ◎ 運動教室事業

健康づくり事業に対する普及
啓発
・健康づくり啓発事業
・各種健康教室

2019～ 2,104 1,200 30 874 継 継

18
妊産婦医療費給付
事業

妊産婦の医療費の一部を助
成し、疾病等の治療促進と保
健向上を図る

2021～ 2,210 2,210 ○ ○ 継 継

保健・医療
の充実
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（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 子育て 防災 定住移住 交流人口 共に創る

主　　　　要　　　　事　　　　業

１　健康で元気に暮らせるまち（保健・福祉・医療） （新拡欄の新は、新規事業、拡は、拡大事業。過疎欄の◎は、自立促進計画、まちなか欄の◎印は、まちなか再生事業。　地方創生欄の◎印は、地方創生事業。）

財源内訳 基本計画重点項目
施策 № 新拡 過疎

まち
なか

地方
創生

事業名 事業内容
実施年

度
事業費

24
見込

25
見込

19
重度心身障害者タ
クシー券助成事業

①身体障がい者手帳1、2級保
持者
②療育手帳A所持者、③精神
障害者福祉手帳1級保持者、
④指定難病医療費受給者証
の交付を受けており車の運転
ができない方に対し、1万円分
のタクシー利用助成券を支給

2020～ 200 200 継 継

20 ◎
障がい者自立支援
事業

障がい者への地域生活移行
や就労支援等の課題に対応し
たサービスの提供
・障害支援区分認定経費
・障害福祉サービス等給付事
業
・地域生活支援事業
・重度障害者支援事業
・自立支援医療費給付事業

2019～ 338,375 149,708 75,451 312 112,904 継 継

21 拡 ◎
高齢者タクシー券
（温泉入浴券）助成
事業

高齢者タクシー利用券等の助
成
支給対象者：７５歳以上、1万
円分のタクシー利用助成券
（兼５千円分の温泉入浴券）を
支給、６５歳以上免許返納者

2020～ 5,500 5,500 継 継

22 ◎
生活あんしんサ
ポート事業（生活
支援事業）

要援護高齢者及び一人暮らし
高齢者等に対する福祉の増
進
・軽度生活援助事業
・緊急通報システム運営事業
・相談窓口機能
・高齢者福祉住宅改修事業
・老人日常生活用具給付

2019～ 3,997 157 50 3,790 継 継

障がい者福
祉の充実

高齢者福祉
の充実
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（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 子育て 防災 定住移住 交流人口 共に創る

主　　　　要　　　　事　　　　業

１　健康で元気に暮らせるまち（保健・福祉・医療） （新拡欄の新は、新規事業、拡は、拡大事業。過疎欄の◎は、自立促進計画、まちなか欄の◎印は、まちなか再生事業。　地方創生欄の◎印は、地方創生事業。）

財源内訳 基本計画重点項目
施策 № 新拡 過疎

まち
なか

地方
創生

事業名 事業内容
実施年

度
事業費

24
見込

25
見込

23 ◎ 介護予防事業

要介護状態を予防し、健康で
自立した生活を送れるための
支援
・地区ミニデイサービス支援
・地域サロン活動支援
・健康リーダー育成事業

2019～ 2,813 703 352 1,112 646 ○ 継 継

24
認知症総合支援事
業

認知症の早期発見の体制づく
りと地域での見守り支援体制
の強化
・認知症地域支援推進員の配
置
・認知症初期集中支援チーム
の設置
・認知症カフェ運営補助
・普及啓発のためのリーフレッ
ト配布

2019～ 1,607 619 309 308 371 ○ 継 継

合　　計 24事業 828,404 280,289 148,667 36,112 5,057 358,279

高齢者福祉
の充実
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（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 子育て 防災 定住移住 交流人口 共に創る

25 ◎ 道の駅整備事業

道の駅整備に係る基本設計、
実施設計、借地契約、移転補
償契約、開発許可取得、開発
行為に伴う測量設計

2019～
2025

368,802 349,600 19,202 ○ ○ 継 継

26 ◎ 特産品開発事業
新たな特産品開発事業
新素材の生産・加工チャレン
ジ事業

2021～
2023

11,963 5,457 6,506 ○ ○ 継 継

27 ◎ ◎
人・農地プラン推
進事業

人・農地プランに基づく新規就
農者に対するスタートアップ支
援
・補助期間：5年間
・個人型：1,500千円
アンケート調査、座談会の開
催

2019～ 2,802 2,700 102 ○ ○ 継 継

28
中山間地域等直接
支払事業

条件不利地に対する耕作放
棄地発生抑止及び多面的機
能確保のための交付金（第5
期2024年まで）

2020～
2024

40,597 30,477 10,120 ○ ○ 継 継

29 ◎
農地集積流動化補
助事業

農業委員、農地利用最適化推
進委員による農地パトロール
耕作放棄地の解消、農地の集
積、最適化の促進
・地域集積協力金
・農地流動化補助金

2019～ 1,408 157 1,251 継 継

30 ◎
農業経営改善支援
事業

農業経営改善計画、青年等就
農計画等に基づいた経営改
善のための機械・施設等への
導入支援

2019～ 20,000 20,000 ○ ○ 継 継

31 ◎
新規需要米生産推
進事業

飼料用米、WCSの取り組みへ
の助成、転作等生産調整事業
水稲低コスト化推進事業

2019～ 34,590 1,367 33,223 継 継

主　　　　要　　　　事　　　　業

２　活力ある産業を形成するまち（産業・観光） （新拡欄の新は、新規事業、拡は、拡大事業。過疎欄の◎は、自立促進計画、まちなか欄の◎印は、まちなか再生事業。　地方創生欄の◎印は、地方創生事業。）

財源内訳 基本計画重点項目
施策 № 新拡 過疎

まち
なか

地方
創生

事業名 事業内容
実施年

度
事業費

24
見込

25
見込

農林業
の振興

8



（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 子育て 防災 定住移住 交流人口 共に創る

主　　　　要　　　　事　　　　業

２　活力ある産業を形成するまち（産業・観光） （新拡欄の新は、新規事業、拡は、拡大事業。過疎欄の◎は、自立促進計画、まちなか欄の◎印は、まちなか再生事業。　地方創生欄の◎印は、地方創生事業。）

財源内訳 基本計画重点項目
施策 № 新拡 過疎

まち
なか

地方
創生

事業名 事業内容
実施年

度
事業費

24
見込

25
見込

32 拡 ◎ 畜産振興事業

経営規模を拡大する経営者に
対し、畜産環境整備を支援し、
後継者対策を図る
・飼料高騰緊急対策事業補助
金

2019～ 10,933 10,933 ○ ○ 継 継

33 ◎ ◎
新規就農者経営確
立支援事業

新規農業就労者の呼び込みと
定着促進を図るため、新規参
入者、受け入れ者への補助

2019～ 1,168 1,168 ○ ○ 継 継

34 ◎ 森林環境保全事業

ふくしま森林再生事業、広葉
樹林再生事業
・放射性物質の削減を目的と
した間伐及び路網整備
森林環境基金事業、環境交付
金

2020～
2025

48,437 38,869 9,568 継 継

35 ◎
競争力強化農地整
備事業

圃場整備
・沢井地区の圃場改良整備
・外槇地区、中谷地区調査

2019～ 16,824 2,593 6,400 6,800 1,031 継 継

36 新 ◎ 水利施設整備事業
水利施設長寿命化事業
・赤羽堰改修調査

2023～ 12,000 10,000 2,000 継 継

37
多面的機能支払事
業

活動組織２４団体に対し、農
地・水・環境の良好な保全と質
的向上を図る地域共同の取り
組みの支援

2019～ 57,270 41,050 16,220 ○ ○ 継 継

38 ◎ ◎

田舎暮らし体験プ
ログラム推進（定
住促進・グリーン
ツーリズム）

新たな販路開拓や都市住民と
の交流や暮らし体験、担い手
の確保を目指す

2020～ 0 ○ ○ 継 継

農林業
の振興

9



（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 子育て 防災 定住移住 交流人口 共に創る

主　　　　要　　　　事　　　　業

２　活力ある産業を形成するまち（産業・観光） （新拡欄の新は、新規事業、拡は、拡大事業。過疎欄の◎は、自立促進計画、まちなか欄の◎印は、まちなか再生事業。　地方創生欄の◎印は、地方創生事業。）

財源内訳 基本計画重点項目
施策 № 新拡 過疎

まち
なか

地方
創生

事業名 事業内容
実施年

度
事業費

24
見込

25
見込

農林業
の振興

39 新
集落営農活性化プ
ロジェクト促進事業

将来の集落の農地を持続的
に利用できるよう、集落営農
組織を育成する

2022～ 4,880 4,233 647 ○ ○ 継 継

40 ◎ ◎
中小企業育成支援
事業

中小企業・小規模企業振興会
議の開催、商工会と連携した
商店経営基盤の強化

2019～ 10,000 10,000 ○ ○ 継 継

41 拡 ◎ ◎ 創業支援事業

商工会と連携し、創業支援事
業を実施
石川町空き店舗等活用創業
スタートアップ支援事業補助
金の創設

2019～ 1,200 1,200 ○ ○ 継 継

42 ◎ ◎
中小企業経営合理
化資金貸与

中小企業経営合理化資金等
原資預託、信用保証料補助

2019～ 101,600 100,000 1,600 ○ ○ 継 継

43 新 ◎ ◎ 立地企業支援事業
町内立地企業と町、各種団体
との情報交換会の実施

2023～ 1,380 1,380 ○ ○ 継 継

44 新 事業承継支援事業
町内の事業承継が見込めな
い企業に対し、振興会議の構
成機関が連携し事業承継を支
援

2023～ 116 116 ○ ○ 継 継

45 企業誘致事業

県が主催する企業立地セミ
ナーに参加
町内に工場等を設置する事業
者に対して、操業開始年度の
翌年度から5年間固定資産税
納付額の全額を補助

2022～ 24,735 24,735 ○ ○ 継 継

46 ◎ ◎
石川ワーク＆ライ
フ教育事業

高校、商工会、行政が連携
し、取り組む人材育成と、地元
就業を推進

2019～ 100 100 ○ ○ 継 継

商工業
の振興

雇　用
の創出

10



（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 子育て 防災 定住移住 交流人口 共に創る

主　　　　要　　　　事　　　　業

２　活力ある産業を形成するまち（産業・観光） （新拡欄の新は、新規事業、拡は、拡大事業。過疎欄の◎は、自立促進計画、まちなか欄の◎印は、まちなか再生事業。　地方創生欄の◎印は、地方創生事業。）

財源内訳 基本計画重点項目
施策 № 新拡 過疎

まち
なか

地方
創生

事業名 事業内容
実施年

度
事業費

24
見込

25
見込

雇　用
の創出

47 拡 ◎ ◎ 雇用創出事業
振興会議、企業合同説明会開
催、企業紹介パンフレット修
正、セミナー参加

2022～ 7,010 5,257 1,753 ○ ○ 継 継

48 拡 ◎ ◎ 観光物産振興事業

観光物産協会運営補助金
町主催各種イベントの事業経
費
観光PRアドバイザー委託
地域おこし協力隊の登用

2019～ 19,689 2,750 16,939 ○ 継 継

49 ◎
観光地域づくり事
業

観光物産協会の組織強化（法
人化）
先進地視察研修

2020～ 2,206 2,206 ○ 継 継

50 ◎ 桜保全管理事業
今出川、北須側沿いの桜の保
全
新たな桜の名所作りの検討

2019～ 4,265 4,000 265 継 継

合　　計 26事業 803,975 59,257 85,496 356,000 110,957 192,265

観　光
の振興

11



（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 子育て 防災 定住移住 交流人口 共に創る

51 ◎ ◎ 図書館運営事業

図書館運営、機能の充実を図
る
・蔵書の拡充
・子ども図書事業
・学校、自治センター図書支援
・スキッズ広場連携
・郷土資料、鉱物資料の収集

2019～ 17,832 4,000 13,832 ○ ○ 継 継

52 生涯学習推進事業

朝読書、保育参観等の活動支
援
文教福祉複合施設を活用し、
自由に学べる学習環境を提供
自主運営サークル等の利用
拡大
生涯学習、男女共同参画等、
講演会の開催

2019～ 1,372 1,372 ○ ○ 継 継

53 ◎ ◎ ◎
文教福祉複合施設
管理経費

公民館・図書館・屋内遊び場
を備えた文教福祉複合施設の
円滑な運営を図る。

2019～ 20,775 348 20,427 ○ ○ 継 継

54 ◎ ◎
放課後子ども支援
事業

放課後の子どもの居場所の提
供と心豊かに育まれる環境づ
くりのため、地域との交流、読
み聞かせやスポーツ活動など
の実施
・放課後子ども教室（野木沢）

2019～ 1,636 544 544 548 ○ ○ 継 継

55
公民館事業運営経
費

生活に即する教育、学術及び
文化に関する事業の実施
・各種講座の開催
家庭教育に関する学習機会
の提供
・家庭教育学級、子育て講座
の開催

2019～ 1,330 1,330 ○ ○ 継 継

主　　　　要　　　　事　　　　業

３　豊かな心・町民文化を育むまち　（教育・文化・スポーツ）
（新拡欄の新は、新規事業、拡は、拡大事業。過疎欄の◎は、自立促進計画、まちなか欄の◎印は、まちなか再生事業。　地方創生欄の◎印は、地方創生事業。）

財源内訳 基本計画重点項目
施策 № 新拡 過疎

まち
なか

地方
創生

事業名 事業内容
実施年

度
事業費

24
見込

25
見込

生涯学習の
推進

社会教育の
充実

12



（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 子育て 防災 定住移住 交流人口 共に創る

主　　　　要　　　　事　　　　業

３　豊かな心・町民文化を育むまち　（教育・文化・スポーツ）
（新拡欄の新は、新規事業、拡は、拡大事業。過疎欄の◎は、自立促進計画、まちなか欄の◎印は、まちなか再生事業。　地方創生欄の◎印は、地方創生事業。）

財源内訳 基本計画重点項目
施策 № 新拡 過疎

まち
なか

地方
創生

事業名 事業内容
実施年

度
事業費

24
見込

25
見込

56 ◎
国際理解教育推進
事業

小学６年生を対象に国際理解
教育を推進するため、ブリ
ティッシュヒルズ（天栄村）にお
いて、外国語学習、遊び、交
流など体験教室へ参加

2019～ 3,542 3,542 ○ ○ 継 継

57 ◎ 通学支援事業
石川小学校及び石川中学校
通学のための専用バス運行、
路線バス利用料金の補助

2019～ 126,145 7,004 119,141 ○ ○ 継 継

58 ◎ ◎
教育指導力向上事
業

小中学校間連携授業（いしか
わコネクション）、小学校間・小
中学校間児童生徒交流活動、
学力向上合同研修会

2019～ 340 340 ○ ○ 継 継

59 ◎ ◎ 情報化教育の推進

校務支援システム・授業支援
システム
ＧＩＧＡスクールタブレット更新
ネットワーク維持管理

2019～ 25,350 25,350 ○ ○ 継 継

60 ◎
教育・学校支援員
配置経費

特別支援教育支援員やICT支
援員等を配置し学校の教育活
動を支援

2019～ 25,113 509 509 24,095 ○ ○ 継 継

61
スペシャルサポー
トルーム(SSR)事
業

放課後児童児童クラブ室を拠
点に支援員を配置し、不登校
など特別な支援が必要な児童
生徒に学習支援等を行う

2023～ 945 945 ○ ○ 継 継

62 新
学校施設適正管理
事業

町立学校長寿命化計画を策
定し施設の計画的な維持管理
を行う

2023～
2026

3,860 3,860 ○ ○ 継 継

学校教育
の充実

13



（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 子育て 防災 定住移住 交流人口 共に創る

主　　　　要　　　　事　　　　業

３　豊かな心・町民文化を育むまち　（教育・文化・スポーツ）
（新拡欄の新は、新規事業、拡は、拡大事業。過疎欄の◎は、自立促進計画、まちなか欄の◎印は、まちなか再生事業。　地方創生欄の◎印は、地方創生事業。）

財源内訳 基本計画重点項目
施策 № 新拡 過疎

まち
なか

地方
創生

事業名 事業内容
実施年

度
事業費

24
見込

25
見込

学校教育
の充実

63 拡 高校魅力化事業

高校の魅力化を目指して、地
域おこし協力隊など外部人材
を登用し各般の事業を企画・
実施するなど、多くの生徒が
入学を希望するような充実し
た教育環境を構築するための
支援を行う

2022～ 10,251 10,251 ○ ○ 継 継

64 ◎ ◎
文化財普及啓発事
業

文化財学習支援事業
文化財保存活用地域計画策
定

2019～ 1,275 1,271 4 ○ 継 継

65 ◎ ◎ ◎
鈴木重謙屋敷管理
運営事業

デジタル・サイネージによる文
化情報発信
リーフレット製本、施設管理

2019～ 3,808 1 3,807 ○ 継 継

文化の振興
と歴史資源
の継承、鉱
物の保存・

活用

66 ◎ ◎ ◎
資料館整備事業・
鉱物館整備事業

駐車場舗装工事、備品購入、
展示準備

2021～ 57,034 4,582 8,300 44,152 ○ 継 継

スポーツの
振興

67 ◎ スポーツ振興事業

スポーツ推進委員の育成
さくらロードレース、各種ス
ポーツ大会への参加促進、学
校施設の一般開放

2019～ 6,196 1,000 5,196 ○ 継 継

合　　計 17事業 306,804 13,910 1,053 8,300 5,349 278,192

文化の振興
と歴史資源

の継承
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（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 子育て 防災 定住移住 交流人口 共に創る

68 拡 ◎
災害情報システム
構築

防災地図システム、ウェブハ
ザードマップ、防災監視カメラ
の運用
防災訓練
防災会議

2020～ 3,917 3,917 ○ ○ 継 継

69 ◎ 自主防災組織活動

自主防災活動支援
・活動補助
・組織化支援
・地区避難訓練の実施

2019～
2025

2,400 325 2,075 ○ ○ 継 継

70 ◎
地域ハザードワー
クショップ

現地合同調査
ワークショップ

2020～ 3,700 1,200 2,500 ○ ○ 継 継

71 ◎ ◎ 防災広場整備事業
防災広場の整備
・沢田地区：藤沢防災広場整
備

2022～
2025

50,960 24,550 26,410 ○ ○ 継 継

72 ◎ 防災基盤整備事業

消防施設の整備及び管理
・ホース格納箱の更新
・防火水槽新設
・可搬式消防ポンプ更新

2019～ 9,089 9,089 ○ ○ 継 継

73 ◎ 防災行政無線事業
防災行政無線の管理運営
（送信局、屋外子局）

2021～ 10,082 1 10,081 ○ ○ 継 継

資源循環
の推進

74 拡 ◎
地球にやさしいま
ちづくり事業

CO2削減、再生可能エネル
ギー活用推進設備等設置補
助金の交付。
継続：家庭用蓄電池、太陽光
発電システム導入等
新規：電気自動車充給電設備
（V2H)、電気自動車購入費の
一部補助（県交付金の上乗せ
補助）

2019～ 1,000 1,000 継 継

主　　　　要　　　　事　　　　業

４　安全で住みよいまち（防災・生活環境） （新拡欄の新は、新規事業、拡は、拡大事業。過疎欄の◎は、自立促進計画、まちなか欄の◎印は、まちなか再生事業。　地方創生欄の◎印は、地方創生事業。）

財源内訳 基本計画重点項目
施策 № 新拡 過疎

まち
なか

地方
創生

事業名 事業内容
実施年

度
事業費

24
見込

25
見込

消防防災
対策の充実
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（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 子育て 防災 定住移住 交流人口 共に創る

主　　　　要　　　　事　　　　業

４　安全で住みよいまち（防災・生活環境） （新拡欄の新は、新規事業、拡は、拡大事業。過疎欄の◎は、自立促進計画、まちなか欄の◎印は、まちなか再生事業。　地方創生欄の◎印は、地方創生事業。）

財源内訳 基本計画重点項目
施策 № 新拡 過疎

まち
なか

地方
創生

事業名 事業内容
実施年

度
事業費

24
見込

25
見込

75 ◎
合併浄化槽設置事
業

合併浄化槽設置への補助を
推進し、水環境の保全に取り
組む

2019～ 19,452 4,907 2,408 12,137 継 継

76 ◎ 廃棄物対策事業
ごみ減量化の普及啓発、ごみ
ステーションの適正管理、不
法投棄防止対策

2021～ 4,391 21 4,370 継 継

77 新
再生可能エネル
ギー推進事業

・地方公共団体実行計画（区
域施策編）の策定
・災害対応・脱炭素化、同時実
現に向けた、公共施設への自
立、分散型エネルギー設備導
入検討

2023～
2028

0 継 継

放射能対策
の推進

78 食品衛生事業
自家消費野菜等の放射性物
質の簡易測定の実施

2019～ 2,261 1,480 781 継 継

合　　計 11事業 107,252 32,137 2,733 0 22 72,360

資源循環
の推進
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（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 子育て 防災 定住移住 交流人口 共に創る

土地利用の
推進

79 ◎ ◎ 普通財産管理経費

普通財産の管理、利活用
・廃校舎等未利用資産の利活
用促進
・普通財産処分方針策定・公
売の実施

2020～ 24,314 4,995 19,319 継 継

80 ◎
道路新設改良整備
事業

幹線道路及び生活道路の危
険箇所を解消し、安全・安心な
道路交通網を確保するための
道路整備

2019～ 238,200 52,682 170,400 15,118 ○ 継 継

81 ◎ 道路維持補修事業
町が管理する町道等の維持
管理

2019～ 122,227 3,526 37,800 80,901 ○ 継 継

82 ◎
橋りょう維持補修
事業

橋梁の安全確保のための点
検及び
老朽化の著しい橋梁の補修

2019～ 82,640 36,605 39,800 6,235 ○ 継 継

83 地域整備事業
行政区主体で行う道路及び水
路等の整備に対し、原材料等
を支給

2019～ 15,000 15,000 ○ 継 継

84 ◎ 緊急浚渫推進事業
河道内の堆積土砂を除去し、
現況河川の河道断面（断面
積）を維持する

2020～
2024

12,000 12,000 ○ 継 継

85 ◎ ◎ 自然災害対策事業 今出川改修事業 2022～ 18,000 18,000 ○ 継 継

住環境の
整備

86 拡 ◎ ◎
若者・子育て世帯
住宅取得支援事業

子育て・若者世帯の定住促進
を図るため住宅取得者に対し
補助金を交付
・住宅取得支援事業費補助金
・来てふくしま住宅取得支援事
業
・町分譲地加算

2019～ 42,370 15,409 1,000 25,961 ○ ○ ○ 継 継

主　　　　要　　　　事　　　　業

５　都市機能が充実したまち（生活基盤） （新拡欄の新は、新規事業、拡は、拡大事業。過疎欄の◎は、自立促進計画、まちなか欄の◎印は、まちなか再生事業。　地方創生欄の◎印は、地方創生事業。）

財源内訳 基本計画重点項目
施策 № 新拡 過疎

まち
なか

地方
創生

事業名 事業内容
実施年

度
事業費

24
見込

25
見込

生活道路
の充実

河川環境
整備の推進
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（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 子育て 防災 定住移住 交流人口 共に創る

主　　　　要　　　　事　　　　業

５　都市機能が充実したまち（生活基盤） （新拡欄の新は、新規事業、拡は、拡大事業。過疎欄の◎は、自立促進計画、まちなか欄の◎印は、まちなか再生事業。　地方創生欄の◎印は、地方創生事業。）

財源内訳 基本計画重点項目
施策 № 新拡 過疎

まち
なか

地方
創生

事業名 事業内容
実施年

度
事業費

24
見込

25
見込

87 拡 ◎ 空き家対策事業

防災、衛生、景観上問題とな
る「管理されていない老朽危
険空き家」とならないよう、早
期の利活用を促すとともに、
老朽危険空き家の早期解体
整理を実施
・地域創造力アドバイザーの
招聘
・空き家内家財処分経費補助
金の創設

2022～ 5,936 350 5,586 ○ ○ ○ 継 継

88 ◎
町営住宅長寿命化
事業

老朽化している町営住宅の計
画的な改修を実施

2019～ 27,292 11,040 16,252 ○ ○ ○ 継 継

89 ◎ ◎ ◎ 定住促進事業

移住フェアへの出展、ふるさと
暮らしセミナーへの参加や定
住移住情報の積極的な情報
発信

2019～ 6,156 6,156 ○ ○ ○ 継 継

90 ◎ ◎ ◎ 移住定住促進事業

【国】首都圏からの移住者に
対し就業（起業）を条件に支援
金を支給
【町】就業を条件に、民間賃貸
住宅の家賃の一部を補助
地域おこし協力隊の登用

2020～ 10,284 1,950 8,334 ○ ○ ○ 継 継

91 拡 ◎ ◎
地域少子化対策重
点推進交付金事業

結婚新生活に係る引越しや住
居費等の一部を支援

2020～ 6,250 4,133 2,117 ○ ○ ○ 継 継

92 新 宅地開発事業

未利用町有地や有効空地を
利活用しながら、新たな住宅
地の開発を促進する
・民間宅地開発促進事業補助
金
・小規模住宅団地の開発

2023～ 8,000 8,000 ○ ○ ○ 継 継

住環境の
整備
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（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 子育て 防災 定住移住 交流人口 共に創る

主　　　　要　　　　事　　　　業

５　都市機能が充実したまち（生活基盤） （新拡欄の新は、新規事業、拡は、拡大事業。過疎欄の◎は、自立促進計画、まちなか欄の◎印は、まちなか再生事業。　地方創生欄の◎印は、地方創生事業。）

財源内訳 基本計画重点項目
施策 № 新拡 過疎

まち
なか

地方
創生

事業名 事業内容
実施年

度
事業費

24
見込

25
見込

上水道
の整備

93 ◎ 浄水場改修事業

老朽化した浄水施設の改修及
び耐震化、広域化の検討
・凝集沈殿池改修工事
・水道料金の改定検討

2019～ 174,198 85,357 52,259 36,582 継 継
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（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 子育て 防災 定住移住 交流人口 共に創る

主　　　　要　　　　事　　　　業

５　都市機能が充実したまち（生活基盤） （新拡欄の新は、新規事業、拡は、拡大事業。過疎欄の◎は、自立促進計画、まちなか欄の◎印は、まちなか再生事業。　地方創生欄の◎印は、地方創生事業。）

財源内訳 基本計画重点項目
施策 № 新拡 過疎

まち
なか

地方
創生

事業名 事業内容
実施年

度
事業費

24
見込

25
見込

94 ◎ ◎ 生活交通対策事業

地域公共交通（バス）運行経
費補助
路線バスの再編検討
水郡線利活用の促進

2019～ 61,233 250 60,983 継 継

95 拡 ◎
地域公共交通再編
事業

新たな交通サ―ビス構築に向
けた事業
・自家用有償旅客運送

2022～ 20,000 20,000 継 継

17事業 874,100 119,612 7,333 363,357 57,254 326,544合　　計

公共交通
機関の充実
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（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 子育て 防災 定住移住 交流人口 共に創る

協働による
まちづくりの

推進
96 ◎ ◎

地域自治組織支援
事業

各地区自治センターの運営支
援

2019～ 59,821 500 4,000 55,321 ○ ○ 継 継

97
コンビニ収納等
サービス

税、使用料等を全国のコンビ
ニエンスストア等で２４時間３６
５日支払いできるサービスの
実施、スマートフォン決済
キャッシュレス導入

2019～ 1,634 1,634 ○ 継 継

98
コンビニ交付サー
ビス

住民票等、印鑑登録証明書の
コンビニ交付サービスを行う
マイナンバーカード利用で、全
国のコンビニストアのマルチコ
ピー機で取得可能

2019～ 697 697 ○ 継 継

99 拡 ◎ ◎
母畑レークサイド
センター改善事業

外部専門家を招聘し、施設の
魅力や価値の向上に取組み、
施設の有効的な利活用を実
現し、地域力を向上させる

2021～ 1,540 1,540 継 継

100
ファシリティマネジ
メント事業

民間事業者・担当課から提案
のあった案件の進捗管理

2020～ 3,619 3,619 ○ 継 継

101 ◎ ◎
外部人材活用事業
（地域おこし協力
隊）

地域おこし協力隊の募集経費
2022～ 2,232 2,232 継 継

102 ◎ ◎ DXの推進
デジタル人材の確保・育成、
情報システムの標準化・共通
化、行政手続きのオンライン
化

2019～ 24,872 5,981 18,891 継 継

103 ◎
防災行政無線事業
（再掲№73）

防災行政無線の管理運営
（送信局、屋外子局）

2019～ 10,082 10,082 ○ 継 継

主　　　　要　　　　事　　　　業

６　共に創るまち（地域自治・行政運営） （新拡欄の新は、新規事業、拡は、拡大事業。過疎欄の◎は、自立促進計画、まちなか欄の◎印は、まちなか再生事業。　地方創生欄の◎印は、地方創生事業。）

財源内訳 基本計画重点項目
施策 № 新拡 過疎

まち
なか

地方
創生

事業名 事業内容
実施年

度
事業費

24
見込

25
見込

効率的な行
財政の運営

情報化の
推進
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（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 子育て 防災 定住移住 交流人口 共に創る

主　　　　要　　　　事　　　　業

６　共に創るまち（地域自治・行政運営） （新拡欄の新は、新規事業、拡は、拡大事業。過疎欄の◎は、自立促進計画、まちなか欄の◎印は、まちなか再生事業。　地方創生欄の◎印は、地方創生事業。）

財源内訳 基本計画重点項目
施策 № 新拡 過疎

まち
なか

地方
創生

事業名 事業内容
実施年

度
事業費

24
見込

25
見込

104 拡
行政情報化の促進
（広報広聴）

デジタルサイネージ、LINE、
ホームページ管理

2020～ 1,711 1,711 ○ 継 継

105
町民との対話の推
進

町民の意見、要望等を広く聞
き、町政運営に反映させるた
めの、対話の日の開催、地区
別懇談会の開催

2019～ 0 ○ 継 継

106 新
第６次総合計画後
期基本計画策定

町民の意見を取り入れた後期
基本計画の策定

2022～ 6,234 6,234 ○ 継 継

107
いしかわまちファン
クラブ事業

本町の魅力を、迅速かつ分か
りやすく発信することで、、関
係人口、交流人口を創出する

2021～ 381 381 継 継

まちなか再
生の推進

108 拡 ◎ ◎ ◎ まちなか再生事業

鈴木重謙屋敷を拠点とした人
の流れを活性化させる賑わい
創出事業
高校生と共同して取り組むプ
レイスメイキング事業・リビン
グプロジェクト
町の中心である磐城石川駅及
び駅周辺の再生について、町
民ワークショップを開催し、駅
前のにぎわい創出プロジェクト
を検討する

2019～ 1,317 1,317 ○ ○ 継 継

合　　計 13事業 114,140 5,981 500 0 4,000 103,659

町民参加
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財政計画　（2023年度～2025年度）

（単位：百万円）

R5（2023） R6（2024） R7（2025）

町 税 1,723 1,686 1,670

地 方 譲 与 税
各 種 交 付 金

545 545 545

地 方 交 付 税
地方特例交付金

2,825 2,853 2,881

国 県 支 出 金 1,157 1,350 1,400

町 債 765 870 985

そ の 他 の 収 入 797 581 586

計 7,812 7,885 8,067

5,128 5,104 5,111

義 務 的 経 費 3,147 3,165 3,060

投 資 的 経 費 1,189 1,167 1,404

そ の 他 の 経 費 3,476 3,553 3,603

計 7,812 7,885 8,067

区　　分 【財政計画策定にあたっての考え方】

〔歳入〕

〔歳出〕　

（うち一般財源）

　本計画は、Ｒ３（2021）年度決算額、Ｒ４（2022）年度決算見込額、Ｒ５（2023）年度財政収支見通し等に基づき、現時点における
歳入及び性質別歳出の各項目毎に推計し作成しています。したがって、今後の経済情勢や税財政改革、さらには国・県における予算編
成の動向等により、大きな影響を受ける場合があるものと考えています。

町税：　固定資産税(太陽光発電)が減価償却により減収を見込むほか、町民
税を中心に減収傾向で推移していく見通し。
地方交付税、地方特例交付金：　令和元年東日本台風災害復旧事業費に係る
算入のほか、個別算定経費の増により普通交付税は増加で推移するものと見
込む。特別交付税においても、特殊財政需要に該当する事業の増加によりR5
と同規模で推移する見通し。
国県支出金：　R5当初予算額をベースに、実施計画に基づき特定財源を見込
んでいる。
町債：　大規模事業の財源として過疎対策事業債の充当を予定していること
から、それらが完了するR7年度までは増加が見込まれる。
その他の収入：　繰入金については、財源補てんのための財政調整基金、減
債基金等からの繰入れを見込んでいる。

義務的経費：　公債費において、令和元年台風19号災害ごみ処理経費の年次
償還費及び実施計画事業に充当する町債の償還費が増加するため、高い水準
を維持する見通し。

投資的経費：　道路・橋梁の維持整備を中心とした普通建設事業を見込むほ
か、「浄水場改修事業」「認定こども園整備事業」「歴史民俗資料館整備事
業」「道の駅整備事業」といった大規模事業の増加に伴い投資的経費の増加
が見込まれる。

その他の経費：　各施設の維持管理経費及び一般事務経費等を見込んでい
る。
　※　経常経費については、R5当初予算額をベースに見込んでいる。

歳　
　

出

歳　
　

入
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№ 事業名

貧困 飢餓 保健 教育 ジェン
ダー

水・衛生 エネル
ギー

経済成
長と雇用

イノベー
ション

不平等 持続可
能なまち

生産と消
費

気候変
動

海洋資
源

陸上資
源

平和 パートナー
シップ

1 保育所等給食費補助事業 ○ ○ ○

2 在宅育児支援事業 ○ ○

3 保育士確保緊急対策事業 ○ ○

4 子ども子育て支援事業 ○ ○

5 赤ちゃん広場・屋内遊び場管理経費 ○ ○

6 児童クラブ運営事業 ○ ○ ○

7 新生児誕生祝金事業 ○ ○

8 小中学校給食費補助事業 ○ ○ ○

9 子ども医療費助成事業 ○ ○ ○

10 児童手当給付事業 ○ ○ ○

11 認定こども園整備事業 ○ ○

12 後継者対策事業 ○

13 医療体制確保事業 ○ ○

14 予防接種事業 ○ ○

15
母子保健事業（子育て世代包括
支援事業）

○ ○

16 健康診査・検診事業 ○ ○

17 運動教室事業 ○ ○

18 妊産婦医療費給付事業 ○ ○ ○

19 重度心身障害者タクシー券助成事業 ○ ○

20 障がい者自立支援事業 ○ ○

21
高齢者タクシー券（温泉入浴券）
助成事業

○ ○ ○

主　要　事　業　と　S  D  G  ｓ　の　関　係
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№ 事業名

貧困 飢餓 保健 教育 ジェン
ダー

水・衛生 エネル
ギー

経済成
長と雇用

イノベー
ション

不平等 持続可
能なまち

生産と消
費

気候変
動

海洋資
源

陸上資
源

平和 パートナー
シップ

主　要　事　業　と　S  D  G  ｓ　の　関　係

22
生活あんしんサポート事業（生
活支援事業）

○ ○

23 介護予防事業 ○ ○

24 認知症総合支援事業 ○ ○

25 道の駅整備事業 ○ ○

26 特産品開発事業 ○ ○

27 人・農地プラン推進事業 ○ ○

28 中山間地域等直接支払事業 ○ ○

29 農地集積流動化補助事業 ○ ○

30 農業経営改善支援事業 ○ ○

31 新規需要米生産推進事業 ○ ○

32 畜産振興事業 ○ ○

33 新規就農者経営確立支援事業 ○ ○

34 森林環境保全事業 ○ ○ ○

35 競争力強化農地整備事業 ○ ○

36 水利施設整備事業 ○

37 多面的機能支払事業 ○ ○

38
田舎暮らし体験プログラム推進
（定住促進・グリーンツーリズム）

○ ○ ○

39 集落営農活性化プロジェクト促進事業 ○ ○

40 中小企業育成支援事業 ○ ○

41 創業支援事業 ○ ○

42 中小企業経営合理化資金貸与 ○ ○

43 立地企業支援事業 ○ ○
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№ 事業名

貧困 飢餓 保健 教育 ジェン
ダー

水・衛生 エネル
ギー

経済成
長と雇用

イノベー
ション

不平等 持続可
能なまち

生産と消
費

気候変
動

海洋資
源

陸上資
源

平和 パートナー
シップ

主　要　事　業　と　S  D  G  ｓ　の　関　係

44 事業承継支援事業 ○ ○

45 企業誘致事業 ○ ○

46 石川ワーク＆ライフ教育事業 ○ ○ ○

47 雇用創出事業 ○ ○

48 観光物産振興事業 ○

49 観光地域づくり事業 ○

50 桜保全管理事業 ○

51 図書館運営事業 ○ ○

52 生涯学習推進事業 ○ ○ ○

53 文教福祉複合施設管理経費 ○ ○

54 放課後子ども支援事業 ○

55 公民館事業運営経費 ○ ○ ○

56 国際理解教育推進事業 ○ ○

57 通学支援事業 ○ ○

58 教育指導力向上事業 ○ ○

59 情報化教育の推進 ○ ○

60 教育・学校支援員配置経費 ○ ○

61 スペシャルサポートルーム(SSR)事業 ○ ○

62 学校施設適正管理事業 ○ ○

63 高校魅力化事業 ○ ○

64 文化財普及啓発事業 ○ ○ ○

65 鈴木重謙屋敷管理運営事業 ○ ○ ○

66 資料館整備事業・鉱物館整備事業 ○ ○ ○

67 スポーツ振興事業 ○ ○
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№ 事業名

貧困 飢餓 保健 教育 ジェン
ダー

水・衛生 エネル
ギー

経済成
長と雇用

イノベー
ション

不平等 持続可
能なまち

生産と消
費

気候変
動

海洋資
源

陸上資
源

平和 パートナー
シップ

主　要　事　業　と　S  D  G  ｓ　の　関　係

68 災害情報システム構築 ○ ○ ○

69 自主防災組織活動 ○ ○ ○

70 地域ハザードワークショップ ○ ○ ○

71 防災広場整備事業 ○ ○ ○

72 防災基盤整備事業 ○ ○ ○

73 防災行政無線事業 ○ ○ ○

74 地球にやさしいまちづくり事業 ○ ○ ○ ○ ○

75 合併浄化槽設置事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

76 廃棄物対策事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○

77 再生可能エネルギー推進事業 ○ ○ ○ ○ ○

78 食品衛生事業 ○ ○ ○

79 普通財産管理経費 ○

80 道路新設改良整備事業 ○

81 道路維持補修事業 ○

82 橋りょう維持補修事業 ○

83 地域整備事業 ○

84 緊急浚渫推進事業 ○ ○ ○

85 自然災害対策事業 ○ ○ ○

86 若者・子育て世帯住宅取得支援事業 ○ ○

87 空き家対策事業 ○ ○

88 町営住宅長寿命化事業 ○ ○

89 定住促進事業 ○

90 移住定住促進事業 ○

91 地域少子化対策重点推進交付金事業 ○
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№ 事業名

貧困 飢餓 保健 教育 ジェン
ダー

水・衛生 エネル
ギー

経済成
長と雇用

イノベー
ション

不平等 持続可
能なまち

生産と消
費

気候変
動

海洋資
源

陸上資
源

平和 パートナー
シップ

主　要　事　業　と　S  D  G  ｓ　の　関　係

92 宅地開発事業 ○ ○

93 浄水場改修事業 ○ ○ ○

94 生活交通対策事業 ○ ○

95 地域公共交通再編事業 ○ ○

96 地域自治組織支援事業 ○

97 コンビニ収納等サービス ○

98 コンビニ交付サービス ○

99 母畑レークサイドセンター改善事業 ○

100 ファシリティマネジメント事業 ○

101
外部人材活用事業（地域おこし
協力隊）

○

102 DXの推進 ○

103 防災行政無線事業（再掲№73） ○ ○ ○

104 行政情報化の促進（広報広聴） ○

105 町民との対話の推進 ○

106 第６次総合計画後期基本計画策定 ○

107 いしかわまちファンクラブ事業 ○

108 まちなか再生事業 ○
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